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流動資産=当座資産+棚鈎l資産+未整理資産

当座資産=疏動資産 預り有価証券ー預り金

棚飼l資産=作業資産ー貯政品価絡制整勘定

現金 ・ 預金=預託金十預金十現金+交付資金+駅収回金

+分任問金

売上位権=述絡未収金+未収金

固定資産=固定資産+投資資産

有形固定資産=固定資産一無形資産

量!\形固定資産=無形資産

1!!\形資産はつぎの各款に属する。
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償却資産に
L償却資産に践する資産1 より迎除すべき資産属する資産

鉄道施設 (土林地， 線電路臨糾鰍;益t 設路備の内 本総軌道' 由仰|
船舶 " 土地，工作物の内 電力線路，通信線路

自動車"

工務 " 

}fj 品"

工場 " 

電 気 " 土地線'(ぼ電路た線姶路場のを内除 く電)力線路， 通信線路電
J1(鉱 " (土通地信 ， 工作物の内 力線路，

未かillIJ " (各項共通 土地{炭鉱施通設信，ぼた酬を除く). 1l� 
線路の内電 flt力線路. 線路也

雑 土地， 線路， 工作物の内 力線路，通信線路

流動負依=奴JUJ負債+未捻!1ll負似

固定負債=長JYJ負債+受託施設+修絡引当金+災害引当金+

1:6:気勘定制整引当金

n人位務=辿絡未払金+未払金

有利子負債=借入金+鉄道債券+一時借入金

総資本=長期負債+短期負債+未猿l'Jl負位+資本合計=他人

資本+自己資本

長JUl資本=資本合計+長期j負債

払込資本=資本金合計

府会計へ繰入れー交流電化研究班ー背函連絡船

海難処理費)+(船舶経質一船舶管理技)+(自動

車経政一自動車管理費一営業所管理!~'n

一般管理販売1/'(= (鉄道経世一応設作業政-'IIl気作業政一也

修場担( -111両作業1/'(一五li転作業政一営業作

業技)+(船舶経費一船舶作業政)+自動車経

l/'.i.一自動車営業費一自動車巡転政一自動11土

減価償却費+除剤1il'1+利子および保守政)

+位務取扱官官1l't.

営業外経1l't.=営業外経路

金融政ffj=利子および債務取扱諸政

経営縦においては，運輸機関別経営成献に，船舶 ・ 自動車を

含めた悶欽営業の全容を示し，つぎに鉄道 ・ 船舶 ・ 自動車各部

門別にそれぞれの経営成績を分析するに必要な資料をまとめた。

なおここでは国鉄収入の 95 %を占める鉄道部門にもっとも霊

J誌を1泣き，経営規模， 作業i置と輸送量， 収入と原fil日の 3 部に分

けて編集した。

生産性，迎転事故についてはそれぞれ独立に一項を設けた。

以上のように 30 年l立版においては 28 年度版にくらべ多く

の変更が力Jlえられたが，これは経営統計の本質より米る当然の

変化であって，過去の作業の否定を意味するものではない。

むしろ経笛統計年報の見方としては過去年度と併せ見ること

が必要である。

参考文献地方鉄道軌道統計年報(運輸省)。日本統計年鑑(総

理府統計局)。本邦経済統計(日本銀行)。本邦主要企業経営分析

制査(日本銀行)。批界統計年鑑(国際連合統計部)。

Statistique Internationale des Chemins de Fer (UIC) 。

Statistique Speciales Concernant La Situation G�n�rale des 

Chemins de Fer Europ馥ns (UIC) 。

Annual Report on The Statistics of Railways in The United 

States (ICC) 0 Annual Report on Transport Statistics in The 

United States (ICC) 0 Annaul Statistics Bulletin (ECAFEJ 。

(阿井卯栄雄・中山弘二)

けいえいひけいさん 経営費計算 (独) Betriebskosten-

rechnung 原佃i計算の 1 形態で経営原価計算と もし、う。問極の

製品を大i注生産的に生産する経営またはサービス業においては，

原 iilliを最終的給付と直接関係づけて計Pーすることができない。

そのためにまず中間的原価計算客体 k して経営分畝あるいは作

業単位を選ひ\それを中心点とする原価青I.P を行う。この場合

には最終的給付に|刻する原価は中間的客休にl測する原1簡を分析

または総合して算定することとなる。このような原伽計算にお

ける中間的客休に関する原価計算方法を， 経営1l't.計算または経

営原価計算というのである。

鉄道企業において原iil日計算を行う場合は経営政計算によるの

が合理ーが1であるとされている。 ドイツ固有鉄道においては 1926

年に経営政計算規則 (Dienstvorschrift f�r die Aufstellung 

自己資本=資本合計 der Betriebskostenrechnung 略して“Beko" と いう)を制定

他人資本=長期負債+短期負債+未整理負jj'( し ， 1 927 ・ 1 月以来これを実施している。 Beko (1 929 年版)に

総収益=収入合計+営業外収入 よれば L経蛍訟の青 1 5):とは給付 (Leistung) 一能動而ーと強消
純売上高=鉄道収入+船舶収入+佐1 1f!}JJjQJ7.入 (Aufwand )ー受動問ーとの対照をいう 1 と 定義されている。す

営業外収議=雑収入+政府会計から受入+営業外収入 なわち絞'，1JK活動にともなう 能1!iMq成主~たる給付と， 受1!iIJ的成果

総 政 府=経l/'.i.合計+営業外経1J'l. たるm向とを対照的には握することをいうのであって，本質的

営業~~ ffj=経政合計 には原!日|市ーI . j):に通ずるものである。しかしここにいう給付とい

売上限価=(鉄道経費 管理!1l't.一施設管!1ll~ '( 電気管理~~ うのは， 一般))j( !illi昔 I.nにおけるよ うにその経営の最終日的とな
一車両管理l/'.i.一運転管理政-~君主管理決 公安 る生産物でなく ， 輸送作業を指している点が特長である。 Beko

ti. 一厚生保健政一教習所~一校術研究所波放 による経営政青I.J):の後併はつぎのとおりとなっている。
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